
221220 Ⅱ 書式解説／第3章　自治体のPRに関する契約 16　自治体のPRキャラクターを作りたいとき

短所 ・法的紛争が生じた場合の責任関係を予め

明確にすることが困難である

・キャラクターの作成及び管理について、

市が主導する必要がある

・行政の手続で完結するため、住民周知等

を別途行う必要がある

・一定の費用負担が生じる

キャラクターのデザイン等を公募する場合には、一般市民からデザイン案等を募集するため、

募集要領において、応募作品の使用が他者の権利を侵害しない旨の確認や、採用された場合の著

作権の無償譲渡や、商標権等の取扱いについて記載し、これらについて応募者が同意しているこ

とを確認する必要があります。このように応募に当たっては権利の処分を伴うことになるため、

未成年が応募する場合は、その法定代理人（親権者・未成年後見人）の同意を得るようにしてお

く必要があります（民法 5 条 1 項）。なお、後の紛争を防止するという観点から厳格な運用を期

すのであれば、応募に当たって本人確認手続を行うことも考えられます。

キャラクターの作成を委託する場合には、デザイン業等を営んでいる事業者に委託することが

一般的と考えられます。そのような事業者においては、他にも類似のデザインを手掛けている可

能性がありますので、契約書において、成果物の利用が第三者の権利を侵害しない旨を表明・保

証させるとともに、将来においても類似のキャラクターを創作・利用しない旨を規定する必要が

あります。

いずれの方法による場合も、キャラクターに関する知的財産権が確実に自治体に帰属するよう

に、募集要項や契約の内容を検討することが重要です。具体的には、著作権について、著作権法

27条及び28条に規定する権利を含めて譲渡すること（募集要項を確認させるだけではなく、譲渡

する旨を明記した申込書の提出まで求めると、著作権の譲渡等に関する承諾の意思が明確となり、

後の紛争を防止することができます）、受託者が著作者人格権（同法18条から20条）を行使しな

いことを規定したり、商標権について、受託者が商標登録申請を行わず、自治体が行う申請に協

力する旨を規定したりするなどの対応が必要です。

2　キャラクターの管理について

自治体のPRキャラクターは、できるだけ多くの人・企業に利用され、地域振興に役立つことが

望ましいですが、無限定な利用を許すと、公序良俗に反する活動や特定の政治・宗教団体の支援

活動等、自治体のキャラクターとして適切ではない態様で利用される可能性があります。そこで、

キャラクターの取扱要綱を作成し、利用許諾の手続を定める必要があります。

また、キャラクターは、統一的な性格付けがなされることで人々から親しまれる存在となりま

すので、性格や出自などの設定資料を作成し、当該設定に反する利用を許諾しない運用とするこ

とも考えられます。

さらに、許諾を受けない利用を制限するために、当該キャラクターの名称や図柄について商標

登録出願を行い、商標権を取得しておく必要があります。出願には費用がかかり、10年ごとの更

新も必要となりますので、どの図柄（キャラクターの向き、姿勢等）や名称（漢字、仮名、ロー

マ字表記等）について、どの範囲の商品・役務に関する商標登録を行うかは、予算やキャラクター

の普及具合を考慮しながら検討することとなるでしょう。

なお、ブログやSNSを活用してキャラクターの普及を図る場合には、専門のマーケティング業

16　自治体のPRキャラクターを作りたいとき

業務委託契約書

〈 事 例 〉

　A市は、地域の産業振興等を目的として、A市をPRするキャラクター（ゆるキャラ・ご当

地キャラクター）の作成を検討しています。どのような準備が必要でしょうか。

・キャラクターを作成する方法としては、主に①公募、②委託の二つがあります。

・著作権等の知的財産権について、市への帰属を明確にする必要があります。

・キャラクターを作成した後の管理についても、予め検討する必要があります。

昨今では、少子高齢化や都市部への人口流出等に伴い、地方社会の活性化が喫緊の課題となっ

ています。そのような中、地域の魅力的な商品や観光名所をPRするキャラクターを作成し、知名

度の向上や産業振興を図ろうとする自治体が増加しています。

魅力的なキャラクターを作成して「まちおこし」に成功する事例がある一方で、著作権の帰属

やキャラクターの使用方法をめぐる法的紛争が生じた事例もあります。キャラクターの作成及び

管理に当たっては、自治体において日常的に取り扱わない著作権、 商標権等の知的財産権が問題

となりますので、契約条項の内容や使用許可の手続については、十分に検討する必要があります。

1　キャラクターの作成について

自治体が新たにキャラクターを作成する方法としては、大きく分けて、①公募、②委託の二つ

が考えられます。それぞれの特徴は、以下のとおりです。

図表16－ 1 　公募及び委託の比較

方法 公募 委託

費用 公募において賞金等を出す場合は、当該賞

金等の額

委託契約において定める委託料の額

長所 ・広く市民にデザイン案を募集し、住民参

加型のまちおこしを呼びかけることがで

きる

・費用を抑えることが可能

・受託業者のノウハウを利用することがで

きる

・キャラクターの作成だけでなく、デザイ

ンマニュアルや設定資料等の作成を委託

することも可能
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2 　甲は、前項により甲から提出された本件キャラクター案のうち 1 案を採用し、採用

された案（以下「本件キャラクター」という）についてその決定内容を乙に通知する。

3 　乙から提出された本件キャラクター案について甲が採否決定前に修正を求めたとき

は、乙は、甲が指定する日までに当該案の修正を行い、再度甲に提出する。再提出後の

取扱いは前項に準ずる。

4 　デザインガイドの作成その他の業務の取扱いについては、第 1 項から前項を準用す

る。

（資料の提供）

第 4 条　甲は、乙から本業務を行うために必要な資料の提供を求められたときは、これに

協力する。

2 　乙は、前項に基づき甲から受領した資料について、善良な管理者の注意をもって管理

する。

（業務の変更と追加）

第 5 条　甲は、本業務の変更又は追加を行う必要が生じた場合、速やかに乙に文書にて通

知し、変更又は追加の内容とそれに伴う対価の変更につき乙と協議し、その内容につい

て文書をもって確認する。

（対価及び支払方法）

第 6 条　甲は乙に対し、本業務の対価として、甲乙間で別途協議の上書面により定める金

額を、当該協議において定める方法により支払う。

（知的財産権等）＊3　＊4　＊5

第 7 条　乙は、甲に対し、本件成果物に係る所有権及び知的財産権（著作権（著作権法

27条及び28条に規定する権利を含む）、商標権、意匠権、特許権、実用新案権、特許を

受ける権利、営業秘密を含むが、これらに限られない。以下同じ）の一切を譲渡する。

2 乙は、甲又は甲が本件キャラクターの利用を許諾した者に対して、本件成果物に係る

著作者人格権を行使しない。

3 　第 1 項の譲渡の対価は、前条の本業務の対価に含まれるものとする。

4 　本件成果物について、乙は、商標の登録申請を行わず、甲が当該申請を行うときは、

無償で協力するものとする。ただし、その登録費用は、甲の負担とする。

5 　本件成果物について、甲が著作権法77条に規定する著作権登録を行う場合には、乙は、

当該登録に要する手続に無償で協力するものとする。ただし、その登録費用は、甲の負

担とする。

（保証等）

第 8 条　乙は、甲に対して、甲又は甲が本件キャラクターの利用を許諾した者による本件

成果物の利用が第三者の知的財産権、人格権（肖像権、パブリシティ権、プライバシー

権を含むが、これらに限られない）その他の権利を侵害しないことを表明し、保証する。

2 　乙は、甲又は甲が本件キャラクターの利用を許諾した者が本件成果物の利用について

第三者から権利侵害を主張されたときは、自ら責任をもって対処し、甲、甲が本件キャ

者等にキャラクターの運用を委託することも考えられます。この場合、当該業者等に対してキャ

ラクターのイメージを十分に伝えるとともに、ブログやSNSにおける表現物の著作権が自治体に

帰属する旨を契約に定める必要があります。また、運用の委託は（準）委任契約として構成する

ことが考えられますが、改正民法においては、委任事務の履行により得られる成果に対して報酬

を支払う契約類型（ 成果完成型委任契約）が明記されました（民法648条の 2 ）。そのため、契約

を締結する際は、事務の履行そのものに対して報酬を支払うのか、それとも何らかの成果（作成

されたウェブサイト等）に対して報酬を支払うのか、契約書に明確に規定することが望ましいと

いえます。

26

キャラクター作成業務委託契約書＊1

A市（以下「甲」という）と●●（以下「乙」という）は、A市キャラクターのデザイ

ン開発及びそれに付随する業務の委託につき、次のとおり業務委託契約（以下「本契約」

という）を締結する。

（目的）

第 1 条　本契約は、A市キャラクターのデザイン開発等に関する業務委託について定める

ことを目的とする。

（業務委託契約）＊2

第 2 条　甲は、乙に対し、以下の業務（以下「本業務」という）を委託し、乙はこれを受

託する。

（1） A市キャラクターデザイン開発に関する業務

（2） A市キャラクターに関するデザインガイド（A市キャラクターのデザインについて、

利用者が順守すべき事項をまとめた資料のこと。以下同じ）の作成業務

（3） 前 2 号に掲げる業務に付随する一切の業務

（4） 前 3 号に掲げるもののほか、甲乙が合意して定める業務

2 　乙は、甲に対し、本業務によって生じた以下の成果物（以下「本件成果物」という）

を提供するものとする。

（1） 本業務により作成されたキャラクターの名称、デザイン、性格設定等に関する印

刷資料及び電磁的記録

（2） デザインガイドの印刷資料及び電磁的記録

（本業務の開始）

第 3 条　乙は、甲の依頼書の送付により本業務を開始し、甲乙協議の上決定する期日まで

に、作成したキャラクターの案（以下「本件キャラクター案」という）を甲に 3 案以上

提出する。
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なかったため甲に信用毀損、販売機会損失等の損害を生じさせた場合には、乙は、直ち

にその損害を賠償しなければならない。

（契約有効期間）

第15条　本契約の有効期間は、●年●月●日から●年●月●日までとする。ただし、本契

約に基づいて既に発生していた権利義務は、同期間の経過により影響を受けないものと

する。

2 　前項の有効期間が満了した後も、第 7 条、第 8 条、第10条、第11条、第14条、第

17条ないし第19条の規定は、効力を失わない。

（権利義務譲渡の禁止）

第16条　甲及び乙は、互いに相手方の事前の書面による同意なくして、本契約上の地位を

第三者に承継させ、又は本契約から生じる権利義務の全部若しくは一部を第三者に承継

しもしくは引き受けさせ若しくは担保に供してはならない。

（誠実協議）

第17条　略

（準拠法）

第18条　略

（合意管轄）

第19条　略

＊ 1　自治体と民間事業者とが取り交わす契約書のうち、民間事業者が保存する契約書は自治体

が作成したものとみなされて非課税となり、自治体が保存する契約書は民間事業者が作成した

ものとみなされて課税対象となりますので（印紙税法 4 条 5 項、 5 条 2 号）、自治体が保存す

る契約書については民間事業者に収入印紙の貼付を求めることとなります。なお、本書式の契

約は、請負契約及び著作権譲渡契約としての側面があるため課税文書に該当すると考えられま

すが（同法別表第 1 第 2 号及び第 1 号の 1 。なお、具体的な文書の所属の決定については、同

法別表第 1 の課税物件表の適用に関する通則 3 ロ参照）、具体的な契約の内容によって課税関

係は異なりますので、適宜税務署等に確認する必要があります。

＊ 2　専門業者に対して、デザインガイドや設定資料の作成も併せて委託することが考えられま

す。

＊ 3　著作権を譲渡する旨を規定しています。なお、著作権法61条 2 項の規定により、同法27条

又は28条に規定する権利が譲渡の目的として契約書に記載されていない場合、これらの権利は

譲渡した者に留保されたものと推定されるため、これらの権利を含む旨を明記する必要があり

ます。また、著作者人格権（著作権法18条から20条までに規定する権利）は譲渡することがで

きないため（同法59条）、自治体の利用に対して著作者人格権を行使しない旨の特約を付する

必要があります。

＊ 4　著作物の創作によって何らの方式によることなく発生する著作権（著作権法17条 2 項）と

は異なり、商標権は、登録をすることによって発生します（商標法18条 1 項）。そして、商標

ラクターの利用を許諾した者又は第三者に生じた損害を自らの負担によって賠償するも

のとする。

（再委託の禁止）

第 9 条　乙は、甲の書面による同意がない限り、本業務の全部又は一部を第三者に再委託

してはならない。

（禁止事項）＊4　＊6

第10条　乙は、本件キャラクターと誤認・混同するおそれのあるキャラクターを創作し、

利用し、その著作権を第三者に譲渡し、又は第三者に利用を許諾してはならない。

（秘密保持）

第11条　略

（反社会的勢力の排除）

第12条　略

（契約解除）

第13条　甲又は乙は、相手方が本契約の各条項に違反し、又は債務の履行を怠ったときは、

相手方に対して相当の期間を定めてその是正を求める旨を催告し、それでもなお違反又

は債務不履行が改善されないときは、本契約を直ちに解除することができるものとする。

2 　前項にかかわらず、甲は、乙について次の各号のいずれかに該当する事由が生じた場

合には、事前の催告及び自己の債務の履行の提供なくして、直ちに本契約を解除するこ

とができる。

（1） 手形又は小切手の不渡り、支払い停止その他財産上の悪化、又は信用不安が生じ、

相手方において本契約の継続が困難と判断されたとき

（2） 財産の差押、仮差押、仮処分、競売申立、銀行取引停止処分等を受けたとき

（3） 破産、民事再生、会社更生若しくは特別清算等の手続開始の申立てを受け、又は

自ら申立てを行ったとき

（4） 行政官庁から営業の全部又は一部の停止処分を受けたとき

（5） 乙又はその従業員が、甲の信用を失墜させ、又はその他の不信行為を行ったとき

（6） 代表者が後見、保佐若しくは補助開始の審判を受け、若しくは禁固以上の刑に処

せられたとき、又は代表者が死亡若しくは失踪し、相手方がその営業承継者を不適当

と認めたとき

（7） 解散決議があったとき

（8） 自己を消滅会社とする吸収合併の決議があったとき

（9） 自己を分割会社とする分割決議があったとき

（10） 債務処理に関する調停、仲裁等の申立があったとき

（11） 重大な過失又は背信行為により取引の継続が困難となったとき

3 　前 2 項の規定による解除は、損害賠償の請求を妨げない。

（損害賠償）

第14条　乙が本契約の各条項に違反し、又は納期の遅滞等、債務の本旨に従った履行をし
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17　自治体のPRパンフレットや動画を作りたいとき

業務委託契約書

〈 事 例 〉

　A市は、市の観光PRに使用するパンフレットや動画の制作を外部委託する予定です。こ

の場合、どのような契約を締結すればよいでしょうか。

・委託者・受託者間で成果物の完成イメージを共有するための工夫をしましょう。

・民法改正により、請負契約における担保責任規定がどのように改正されたか確認しましょ

う。

・著作権等の権利関係について、契約書上で明確に整理しましょう。

1　制作委託契約の概要

自治体がパンフレットや動画（以下「パンフレット等」という）を制作するに当たり、外部事

業者との間で制作委託契約を締結するケースが見受けられます。

この場合の委託契約は、外部事業者がパンフレット等を完成させる義務を負う一方、その対価

として、自治体が委託料を支払うとの内容が含まれることが一般的です。当該委託契約は、委託

された「仕事」の完成を契約の目的とすることから、法的にみれば、請負契約（民法632条）の

一種に当たると考えられます。

以下では、A市の観光PRのため、パンフレットと動画の制作を外部事業者へ委託するという事

例をモデルに、契約書作成のポイントを解説します。

2　成果物の完成イメージの共有

上記のとおり、A市が締結しようとする委託契約は、請負契約の一種とみられますが、同じ請負

契約でも、自治体が自ら作成したパンフレットの原稿を事業者に提供し、その印刷製本のみ委託

する場合と比較して、受託者の裁量が大きくなりやすいという特徴があります。もとより受託者

の裁量が大きければ、その専門性を生かした成果物の制作が期待されますが、反面、当該成果物

が委託者の想定するイメージと合致しないなどのリスクを生じさせる要因ともなります。そのた

め、委託を行うに当たっては、できる限り成果物の具体的なイメージを練り、契約書や仕様書を

通じて、求める成果物の基準や条件を受託者に伝えることが求められます。

また、これとあわせて、委託者・受託者双方のイメージにズレが生じないよう、定期的な進捗

確認を行うことも有益です。受託者からの報告を求める規定を置くなどして、作業の進捗状況を

把握しておけば、仮に問題が生じた場合でも、これを修正する機会を確保できます。

権者は、登録に係る指定商品又は指定役務について、登録商標の使用をする権利を専有します

ので（同法25条）、自治体がキャラクターについて商標登録することで、他者の商標登録によっ

て自治体がキャラクターを使用できなくなったり、自治体の許諾を得ずにキャラクターを使用

されたりする事態を防止することができます。

＊ 5　著作権の帰属を明確化するため、著作権の譲渡について文化庁への登録を行うことが考え

られます。登録には、著作権を譲渡した者の協力が必要ですので、委託契約において当該協力

義務を規定することが考えられます。

＊ 6　PRキャラクターの制作をデザイン業者に委託する場合、類似するデザインを他の案件に利

用されてしまうことが考えられます。この場合、PRキャラクターの著作権や商標権を侵害する

とまでは言えなくとも、当該キャラクターと誤認・混同のおそれのあるデザインを作成・利用

されることがないように、委託契約書においてそのような行為を禁止する旨を規定する必要が

あります。

（當舎　修）
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